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資料概要
2020年度診療報酬改定に向けての第1ラウンドとして、中医協総会が2019年3月6日から7月24日までに計11回開催され

た。7月24日の総会では、それまでの議論の振り返りとして概要と議論の中で出された主な意見が取りまとめられた資料が公開さ
れた。
本資料は、各テーマでの論点・現状と課題・主な意見をスライド化し、一部の項目においては各議論の際に厚労省から提示さ

れた資料を抜粋して掲載した（全体版）から病院薬剤師に関連するテーマについて抜粋したものである。
各スライドの左上に医療機関に関連すると思われるテーマには 、病院薬剤師に関連すると思われるテーマには 、

調剤薬局に関連すると思われるテーマには のアイコンを付与した。

秋以降の第2ラウンドでは第1ラウンドでの議論も踏まえ、外来・入院・在宅・歯科・調剤といった個別テーマに分けて検討が進
められる予定である。

これまでの中医協総会のスケジュールと主な議題（青文字が7月24日の資料に論点・課題と主な意見が掲載されたテーマ）
開催日 テーマ 開催日 テーマ
2019年3月6日 ●キックオフ 2019年6月12日 ●科学的な根拠に基づく医療技術の評価

●医療におけるＩＣＴの利活用
●診療報酬基本問題小委員会からの報告2019年3月27日 ●医療提供体制全般

2019年4月10日 ●年代別・世代別の課題（その１）
●周産期・乳幼児期
●学童期・思春期

2019年6月26日 ●医薬品・医療機器の効率的かつ有効・安全な使用等
●診療報酬改定結果検証部会からの報告

2019年7月10日 ●地域づくり・まちづくりにおける医療の在り方
2019年4月24日 ●年代別・世代別の課題（その２）

●青年期・壮年期・中年期・高齢期
●人生の最終段階

2019年7月17日 ●介護・障害者福祉サービス等と医療との連携の在り方
●診療報酬に係る事務の効率化・合理化及び診療報酬
の情報の利活用等を見据えた対応

2019年5月15日 ●患者・国民に身近な医療の在り方
●診療報酬基本問題小委員会からの報告

2019年7月24日 ●令和２年度診療報酬改定に向けた議論（第１ラウン
ド）の概要

2019年5月29日 ●働き方と医療の在り方

医 病薬
調
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② かかりつけ医機能等の在り方について
②－３ かかりつけ薬剤師・薬局機能について

（論点）
○ かかりつけ薬剤師・薬局の推進について、現在の普及状況や複数の薬局を利用する患者が一定数いることなどを踏まえ、どのように

考えるか。

（１）患者・国民に身近な医療の在り方について

（現状と課題）
○ 「薬機法等制度改正に関するとりまとめ」において、医薬分業の現状、今後の在り方等がまとめられている。
○ 患者が薬局を選ぶ上で考慮する理由として、医療機関から近いことを挙げる割合は全年代を通じて多い。ただし、年齢があがるにつ

れて、信頼できる薬剤師の存在等を挙げる割合が増える。
○ 受診する医療機関が増えるほど、来局する薬局数も増える傾向にある。３箇所以上の薬局に来局する患者も一定数いる（３箇

所の医療機関を受診する場合で約２０％）。
○ かかりつけ薬剤師指導料の算定実績は全体の約1.5％程度で、算定回数は最近は横ばい。
○ かかりつけ薬剤師を持つ患者では、①残薬整理、②検査値の活用、③調剤後の電話での状況確認、④時間内／時間外を問わな

い相談について、「受けたことがある」、又は「受けたことがないが今後受けてみたい」と回答したのは７割～８割程度。
○ かかりつけ薬剤師では、処方医への疑義照会や重複投薬防止の取組の割合が通常よりも高いというデータがある。
○ お薬手帳を持っていくと患者負担が少なくなることを約７割の患者が知っており、６ヶ月以内に薬局を再来局した患者では、約７割

がお薬手帳を持参していた。

(病薬) 調

資料No.20190801-1017(2)
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② かかりつけ医機能等の在り方について
②－３ かかりつけ薬剤師・薬局機能について

（１）患者・国民に身近な医療の在り方について

〇2019年5月15日中医協総会資料（総ー６）より抜粋

かかりつけ薬剤師では、処方医への疑義照会や重複投薬防止の取組の
割合が通常よりも高い(5月15日の中医協総会資料より)

かかりつけ薬剤師指導料の算定回数・算定薬局数は横ばい(5月15日
の中医協総会資料より)

(病薬) 調

資料No.20190801-1017(2)
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② かかりつけ医機能等の在り方について
②－３ かかりつけ薬剤師・薬局機能について

（１）患者・国民に身近な医療の在り方について

〇2019年5月15日中医協総会資料（総ー６）より抜粋

手帳の持参で負担が少なくなることについて患者の約7割が知っていた。
また7割以上の患者がお薬手帳を持参していた。(5月15日の中医協総
会資料より)

(病薬) 調

資料No.20190801-1017(2)
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（主な意見）
○ 病院に就職する薬剤師が少なくなっている。医療機関での薬剤師業務を評価することについて検討する必要があるのではないか。
○ 地域に貢献している薬局と調剤に偏重する薬局との間において、調剤報酬上の差別化をさらに進めることについて検討する必要があ

るのではないか。
○ 調剤基本料１以外を算定する薬局に患者がお薬手帳を持参した場合、患者の支払額が安くならない点は見直す必要があるので

はないか。

本資料は、2019年7月24日の情報に基づき、日医工（株）MPIグループが編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。

② かかりつけ医機能等の在り方について
②－３ かかりつけ薬剤師・薬局機能について

（１）患者・国民に身近な医療の在り方について

(病薬) 調

資料No.20190801-1017(2)

【日医工MPIコメント】
●4月2日に発出された「調剤業務のあり方」による影響により、薬剤師以外に任せられる業務については、調剤報酬の適正化が今後

発生してくる可能性が高いのでは？
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③ 患者にとって必要な情報提供や相談支援の在り方について
③－１ 患者への情報提供について

（論点）
○ 患者・国民に対する、医療機関等の選択を適切に行うために必要な情報提供や、受けた医療の内容に関する情報提供の在り方に

ついて、どのように考えるか。

（１）患者・国民に身近な医療の在り方について

（現状と課題）
○ 都道府県は、医療機関の情報を患者・国民へ提供するためのホームページを設けているが、その認知度は低い。一方で、利用者のう

ち、役立ったと回答した者の割合は、約９割と高い。薬局でも同様に情報提供のホームページが設けられている。
○ 一部の加算や指導料等において、文書による交付・説明を要件としている
○ 薬局・医療機関では、薬剤情報提供文書のほか、患者向け医薬品ガイドやRMP資材等が活用される場合がある。
○ 電子レセプト請求を行っている病院、診療所、保険薬局については、明細書の無料発行を義務づけている。
※ 診療所については、正当な理由がある場合、当分の間、患者から求められたときに交付する、交付を有償で行う、交付を要さないな

どの措置が設けられている。
○ 全ての患者に明細書を発行していない診療所数は減少傾向であり、明細書を受け取れることに関する患者の認知度も高い。

（主な意見）
○ かかりつけ機能を持った医師、歯科医師、薬剤師が患者の身近にいて相談できることが重要である。
○ 医療機関の担う機能について、わかりやすく情報提供できるようにしていく必要があるのではないか。
○ 様々な情報提供の内容、やり方等があるので、情報提供とひとくくりにせず、それぞれにかかる負担等をしっかり考える必要がある。
○ 明細書の機能の更なる周知や100％自己負担がない患者にも明細書を発行する必要があるのではないか。

病薬 調

資料No.20190801-1017(2)

【日医工MPIコメント】
●被保険者番号の個人単位化やマイナンバーにおけるオンライン資格確認など、ICTを活用した制度改革が順次予定されている。これ

に伴い医療機関や薬局でも対応が求められることになるが、患者情報の収集や情報提供は行いやすくなるのではないか。
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③ 患者にとって必要な情報提供や相談支援の在り方について
③－２ 患者相談・支援について

（論点）
○ 患者等からの相談に幅広く対応し、患者・国民が、それぞれの実情に応じて、住み慣れた地域で継続して生活できるような相談・支

援の在り方について、どのように考えるか。

（１）患者・国民に身近な医療の在り方について

（現状と課題）
○ 医療機関を受診した患者のうち、５割以上が医師・看護師・管理栄養士などから生活習慣上の助言や指導を受けており、特に、腎

不全、糖尿病、脳血管疾患、心疾患、高血圧性疾患等の生活習慣病患者において、助言や指導を受けた者の割合が高い。
○ 平成２４年度から、患者等からの相談に幅広く対応できる体制をとっている医療機関に対する評価を設けており、その算定件数は

増加傾向。
○ 平成３０年度診療報酬改定において、がん患者の治療と仕事の両立の推進等の観点から、療養・就労両立支援指導料等を新

設。
○ 平成３０年度診療報酬改定において、入院前からの支援の強化や、退院時の地域の関係者との連携の推進等の観点から、退院

支援加算及び退院時共同指導等の評価を見直し。
○ 薬局において、病院薬剤師との連携や退院時カンファレンスへの参加ができているとの回答は少ない。一方、主治医、ケアマネージャ

ーとの連携はできているとの回答は比較的多い。

病薬 調

資料No.20190801-1017(2)
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③ 患者にとって必要な情報提供や相談支援の在り方について
③－２ 患者相談・支援について

（１）患者・国民に身近な医療の在り方について

病薬

〇2019年5月15日中医協総会資料（総ー６）より抜粋

薬局では主治医やケアマネージャーとの連携はできているとする回答は
比較的多いが、病院薬剤師との連携や退院時薬剤情報管理指導
料カンファレンスへの参加ができているとの回答は少ない(5月15日の中
医協総会資料より)

薬局での退院時共同指導料の算定回数は増加傾向であるが、多くはない
(5月15日の中医協総会資料より)

調

資料No.20190801-1017(2)
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（主な意見）
○ 入院ではなく通院治療で対応できる疾患の患者が増えており、医療機関の外来における病気・治療に関する相談対応や、在宅にお

ける療養支援の重要性が増してきている。
○ 治療と仕事の両立支援については、特に産業医のいない５０人未満の事業所に勤務する方々へのサポートをしっかりやることが必要

である。また、対象疾患を広げたり、算定要件を見直したりする必要があるのではないか。
○ 入退院支援の強化は、さらに進めていくべきである。介護との連携等を含め、患者に寄り添った相談支援体制が重要ではないか。
○ 生活習慣病について、早期発見、早期対応は重要であり、特定健診や特定保健指導において保健師等が積極的な受診勧奨を

行うものの、重症化して外来受診することも多い。生活習慣病に対して切れ目のない支援や、他制度との連携を検討する必要がある
のではないか。

○ NICUからの退院支援については、適切な指導ができる知識や技術により児の成長発達を踏まえることが重要であり、人員配置のみ
ならず退院支援の質の観点からも検討する必要があるのではないか。

○ 妊娠と薬情報センターのような施設は現場にとって心強い。薬局で妊産婦の薬物治療に関する相談を受けた場合、主治医との連携
はもちろん同センターとの連携にも取組むことも必要ではないか。

本資料は、2019年7月24日の情報に基づき、日医工（株）MPIグループが編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。

③ 患者にとって必要な情報提供や相談支援の在り方について
③－２ 患者相談・支援について

（１）患者・国民に身近な医療の在り方について

医 病薬 調

資料No.20190801-1017(2)

【日医工MPIコメント】
●ICTの発達により、医療関係者間のオンラインにおける情報交換等は格段に利便性が高くなっている。診療報酬上でも2018年より

評価対象が拡大しており、保険外での対応も含め、更なる対象拡大が図られるのではないか。
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① 働き方改革に資する取組
①－１ 医療機関内での取組

（論点）
○ 医療機関の、院内での労務管理や労働環境の改善のマネジメントシステムの在り方についてどう考えるか。
○ これまで診療報酬で対応している、勤務環境改善に資する取組みや、算定の要件として求めている業務内容について、働き方改革

の方向性や医療の質を確保する観点等を踏まえながら、どう考えるか。

（２）働き方改革と医療の在り方について

（現状と課題）
○ 医療機関の勤務環境の改善のためには、院内での労務管理や労働環境の改善のマネジメントシステムを機能させる必要がある。こ

れまで診療報酬においても、病院勤務医の負担軽減及び処遇改善に資する体制への評価を行ってきた。
○ 例えば、総合入院体制加算においては、病院に勤務する全医療従事者を対象とした負担軽減及び処遇改善に資する体制の整備

を要件とした。
○ また、個別の取組について、診療報酬においては、以下について評価等を行っている。

・タスク・シフティングの推進
医師事務作業補助体制加算をはじめとした、他職種へのタスク・シフティングに資する体制の評価を行っている。また、看護師の特定
行為研修制度のパッケージ化が進められており、今後は研修を修了した看護師の数は増加する見込みである。
・人員配置の合理化
診療報酬の各項目において、一定の質の担保等のために人員の配置を要件としている。これまで、医療の実態により応じた要件とな
るよう、常勤要件の明確化やその他の要件の見直しを行ってきた。
・チーム医療・複数主治医制等の推進
医療の質向上のため、チーム医療の推進に資する体制への評価を行っている。また、一部の項目においては、算定の要件として複数
主治医制等を求めているものがある。
・書類作成・研修要件等の合理化
一部の診療報酬においては、算定の要件として、診療録への記載や書類作成、研修の受講等を求めているものがある。

○ 病棟薬剤師の配置が医師の負担軽減に効果があるとの肯定的な評価が多い。一方で、病棟薬剤業務実施加算の届出を行ってい
る病院は全体の約20％で、病床が少なくなるにつれて届出率も低くなる。届出ができない理由として「薬剤師の不足」を挙げる場合が
最も多い。

○ 医療機関と薬局間での「事前の取り決め」により、薬局からの問い合わせを簡素化している医療機関がある。

(調)病薬

資料No.20190801-1017(2)
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本資料は、2019年7月24日の情報に基づき、日医工（株）MPIグループが編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。

① 働き方改革に資する取組
①－１ 医療機関内での取組

（２）働き方改革と医療の在り方について

〇2019年5月29日中医協総会資料（総ー２－１）より抜粋

病棟薬剤業務実施加算の届出医療機関数は増加傾向だが、病床
数が少なくなるにつれて届出率も低くなる。(5月29日の中医協総会
資料より)

病薬

資料No.20190801-1017(2)
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① 働き方改革に資する取組
①－１ 医療機関内での取組

（２）働き方改革と医療の在り方について

〇2019年5月29日中医協総会資料（総ー２－１）より抜粋

病薬

資料No.20190801-1017(2)
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（主な意見）
＜マネジメントについて＞
○ 医療機関内おけるマネジメントに対する取組などやるべきことはやるという前提で、その取組に資する診療報酬の在り方について検討

する必要があるのではないか。
＜働き方改革に伴うコストについて＞
○ 働き方改革により医療従事者の勤務体系が変わり、人件費等の増加が見込まれるため、入院基本料の在り方を検討する必要があ

るのではないか。
○ 入院基本料の議論を行う前に、非効率な医療がないか検証する必要があるのではないか。
○ 医師の働き方改革に取り組むことは、医療を受ける患者・国民の医療安全に資するものであり、それを支えるためには一定財源が必

要である。
○ 医師の働き方改革に伴って追加的に生じるコストを患者が負担することについては非常に違和感を覚える。
○ 大病院の負担軽減を図るべく患者の受療行動を変えるために、診療報酬上における方策を考える必要があるのではないか。
＜歯科医師、薬剤師、看護師の働き方改革について＞
○ 歯科医師についても、実態を把握した上で対応をとる必要があるのではないか。
○ 日本は世界一薬剤師を養成しているにもかかわらず病棟では薬剤師が不足しているのは構造的な問題が考えられるのではないか。

最大の要因は給与差と考えている。
○ 医療経済実態調査の結果によれば、医療機関の薬剤師の平均給与は薬局の管理薬剤師でない一般の薬剤師よりも高く、給与

面だけの問題ではないのではないか。
○ 病棟薬剤師の役割は大きいが中小病院では薬剤師が不足している。このような状況も踏まえ、病棟薬剤師の評価や配置要件につ

いて検討する必要があるのではないか。
○ 看護職員の仕事に対する多様性を受け入れる環境をつくるためには、現在の月平均夜勤時間７２時間要件や２人夜勤体制につ

いて、働き方改革の観点から、柔軟なやり方を検討する必要があるのではないか。
○ 患者への安全な医療を提供しつつ、働き方改革の推進・看護職員の健康管理を適切に行う観点から、月平均夜勤時間７２時間

要件については、継続していく必要があるのではないか。

本資料は、2019年7月24日の情報に基づき、日医工（株）MPIグループが編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。

医 ① 働き方改革に資する取組
①－１ 医療機関内での取組

（２）働き方改革と医療の在り方について

(調)病薬

資料No.20190801-1017(2)
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（主な意見）
＜業務の効率化やタスク・シフティング等について＞
○ 薬局から医療機関への問い合わせについては、予め対応方針を合意している簡素なもの関しては対応を省力化し、負担軽減を図っ

ていく必要があるのではないか。
○ 看護職員へのタスク・シフティングについて、特定行為研修の修了看護師は増加しているが、必ずしも現場で活用されていない。また、

1,860時間の時間外労働を超えているのは大学病院がほとんどであるが、一般の看護職員が実施可能な静脈注射や採血をしてい
ないというデータもあり、それらの対応について検討する必要があるのではないか。

○ 書類作成、研修の受講、会議への参加等の診療以外の業務負担や事務作業について、ＩＣＴ等も活用しながら、更なる効率化
と合理化について検討する必要があるのではないか。

○ 医師事務作業補助体制加算について、中小規模の病院が施設基準を満たしにくいという状況について検討する必要があるのではな
いか。

○ 地方においては、民間の中小病院が医療提供体制を支えており、実情に即した形の評価ができるかという視点で検討することも必要
ではないか。

＜人員等の配置にかかる要件の見直しについて＞
○ 専従の医師、看護師等の配置要件については、医療提供の質の確保に配慮しつつ、より弾力的な運用が可能となるような見直しに

ついて検討する必要があるのではないか。
○ 人員配置の合理化については、医療の質の確保を前提として、項目一つずつについて慎重に議論を行う必要があるのではないか。ま

た、労働条件の悪化につながるような緩和は慎重に検討する必要があるのではないか。

本資料は、2019年7月24日の情報に基づき、日医工（株）MPIグループが編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。

医 ① 働き方改革に資する取組
①－１ 医療機関内での取組

（２）働き方改革と医療の在り方について

(調)病薬

資料No.20190801-1017(2)

【日医工MPIコメント】
●病棟薬剤業務実施加算算定病棟における、医師の満足度は高く大病院では算定率は高い。今後中小病院でも算定しやすいよ

う算定基準等が緩い基準が設定されるのでは？
●働き方改革では、医師の残業時間の短縮は時間的な猶予を設けているが、医師以外ができる業務について、タスクシフトをしていか

ない限り実現は難しいのではないか。
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本資料は、2019年7月24日の情報に基づき、日医工（株）MPIグループが編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。

① 遠隔医療について

（論点）
○ オンライン診療は、対面診療と補完的に組み合わせることで、医療の質の向上に資するものについて、普及状況の検証結果等を踏ま

え、診療報酬上の対応を検討してはどうか。
なお、現在、オンライン診療の適切な実施に関する指針について、改訂の検討が行われているところ。

○ 遠隔医療における、個別の領域の利活用については、今後、各診療領域の学会からの提案等、医療の質に係るエビデンス等を踏ま
えて、評価を検討してはどうか。

○ 上記の検討にあたっては、オンライン診療の特性に鑑み、離島・へき地等の医療資源の少ない地域における利活用と、それ以外の利
活用を分けて、必要な整理を行ってはどうか。

（４）医療におけるＩＣＴの利活用について

（現状と課題）
○ オンライン診療は対面診療の補完として、離島・へき地等で限定的に行われることが想定されていたが、近年のＩＣＴを活用した診

療の実施例の増加等に伴い、平成３０年度診療報酬改定において「オンライン診療料」等を創設。
○ 平成３０年度改定検証調査において、オンライン診療に対する考え方を尋ねたところ、オンライン診療料の届出・実績ありの施設に

おいても、「オンライン診療に適した状態の患者は少ない」「オンライン診療に対する患者のニーズは少ない」という回答が多かった。
○ ＩＣＴを用いた遠隔モニタリングとして、エビデンスを踏まえ、平成３０年度診療報酬改定において「遠隔モニタリング加算」を創設し

た。
○ 各診療領域におけるＩＣＴの利活用に関する調査を行ったところ、ほとんどの学会が診療ガイドライン・診療指針等にＩＣＴの利活

用に係る記載はなかったが、一部の学会において「検討委員会の設置」「学会・シンポジウム・研修会の開催」等の取組を行っていた。
○ 現状では、調剤時のオンライン服薬指導は特区を除き認められていない。薬機法の改正案では、調剤時のオンライン服薬指導を一

定のルールの下で認める規定が含まれている。

(病薬) 調

資料No.20190801-1017(2)
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(病薬) 調

本資料は、2019年7月24日の情報に基づき、日医工（株）MPIグループが編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。

① 遠隔医療について
（４）医療におけるＩＣＴの利活用について

〇2019年6月12日中医協総会資料（総ー２）より抜粋

資料No.20190801-1017(2)
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① 遠隔医療について
（４）医療におけるＩＣＴの利活用について

〇2019年6月12日中医協総会資料（総ー２）より抜粋

改正薬機法ではオンライン服薬指導に
ついて規定することが予定されている。

実績を検証するには例数が少ない。

(病薬) 調

資料No.20190801-1017(2)
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本資料は、2019年7月24日の情報に基づき、日医工（株）MPIグループが編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。

① 遠隔医療について
（４）医療におけるＩＣＴの利活用について

（主な意見）
○ 患者が気兼ねなく対面診療を受けられる環境づくりが大事。医療にどうしてもアクセスできない場合に、オンライン診療が活用されるの

であって、利便性のみに着目した議論には慎重であるべきではないか。
○ オンライン診療が対面と同等であるかどうかのエビデンスが必要。また、個別の疾患治療における有効性・安全性について、各診療領

域の専門家からエビデンスを出していただき、それを踏まえて検討を進める必要があるのではないか。
○ オンライン診療は平成３０年度診療報酬改定時に相当厳格な要件のもとで導入されたため、ほとんど算定されていない状況にある

。安全性に支障がない範囲で、緩和できる要件は緩和する方向で検討する必要があるのではないか。
○ オンライン診療の実績がある医療機関においても、「対面診療と比べ十分な診療ができない」、「オンライン診療に対する患者のニーズ

は少ない」という検証結果であり、オンライン診療に対する需要がないため算定数が少ないものとなっているのではないか。
○ 働く世代の治療の脱落防止など、仕事と治療の両立のために、オンライン診療の要件を適切なものに見直す方向で検討する必要が

あるのではないか。
○ オンライン服薬指導についてもオンライン診療と同様に、対面服薬指導の補完であるため、薬局の偏在対策や在宅服薬指導などに

取り組むことが先ではないか。
○ オンライン服薬指導については、薬機法改正の動向を踏まえつつ、推進していく必要があるのではないか。
○ 重篤な副作用が懸念されるハイリスク薬などは、医師や薬剤師が直接関わるべき。また、依存性や習慣性のある医薬品も服薬管理

や服薬指導を慎重に行う必要がある。対象とする医薬品は、種類の限定も含めて必要最小限に限定する方向で検討する必要があ
るのではないか。

調

資料No.20190801-1017(2)

【日医工MPIコメント】
●オンライン服薬指導よってプライバシーの確保等、店舗での対応ではないメリットもあり、対面服薬指導と並列に考えるのではなく、評

価方法を分けて検討されるのではないか？
●薬機法の改正案では、オンライン服薬指導に関して推進していく記載があるが、まだ改正は行われていないため法改正とともに議論

が進行していく可能性が高い？



日医工MPS

Copyright Ⓒ 2019 Nichi-Iko Pharmaceutical Co., Ltd.20

医

本資料は、2019年7月24日の情報に基づき、日医工（株）MPIグループが編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。

② 情報共有・連携について

（論点）
○ 情報共有・連携における利活用については、柔軟な働き方や、業務の効率化にも資するものとして、適切な活用を妨げないよう、必

要な対応を検討してはどうか。

（４）医療におけるＩＣＴの利活用について

（現状と課題）
○ 他の関係機関との情報共有・連携のためにＩＣＴを活用している病院は全体の約３割。活用しているＩＣＴはメールが全体の約

７割で最も多く、電子掲示板が全体の約２割で次に多い。
○ 平成３０年度診療報酬改定において、医療資源の少ない地域等において、ＩＣＴを用いてカンファレンスに参加する場合の要件を

見直した。
○ 訪問看護ステーションにおける退院時共同指導の実施状況をみると、退院時共同指導に要する時間は３０分～１時間未満、移

動は３０分未満が多いが、指導を実施できない理由として「医療機関が遠い」「スケジュールを調整できない」「手間と報酬が見合わ
ない」が約１割である。

○ 他の関係機関との情報共有・連携のためにＩＣＴを活用している在宅医療機関は全体の約３割。活用しているＩＣＴはメールが
最も多い。訪問看護ステーションにおける記録の電子化や情報連携等のためのスマートフォン等の活用は４割以上の事業所で取り組
まれている。

○ 患者の服用歴の管理のため、電子版お薬手帳の取組があるが、所持している患者は約１割であり、電子版お薬手帳に対応できる
薬局も約半数である。

(病薬) 調

資料No.20190801-1017(2)
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② 情報共有・連携について
（４）医療におけるＩＣＴの利活用について

〇2019年6月12日中医協総会資料（総ー２）より抜粋

(病薬) 調

資料No.20190801-1017(2)
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② 情報共有・連携について
（４）医療におけるＩＣＴの利活用について

（主な意見）
○ ＩＣＴによる情報連携は推進すべきだが、診療報酬ではコストを負担するのではなく、活用の妨げとなるような要件の見直しを検討

する必要があるのではないか。
○ 電子版お薬手帳は紙と異なりコピーが取れないなど、医療機関では使いづらい面もある。また、スマートフォンにロックがかかっているため

、救急医療の現場では、家族や救急隊が確認できないという欠点もあり、改善を促す必要があるのではないか。

(病薬) 調

資料No.20190801-1017(2)

【日医工MPIコメント】
●重複投薬や過剰診療などは、マイナンバー若しくは医療IDの普及により、一気に解決する可能性が高い。
●お薬手帳などのアプリケーションに関する課題についてもマイナンバーの活用によって大きく改善されるのではないか。
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① 医薬品について
①－１ ポリファーマシー、後発医薬品の使用促進、薬剤耐性への対応など

（論点）
○ 重複投薬、ポリファーマシー、残薬への対応、バイオ後続品を含む後発医薬品の使用促進、長期処方時の適正使用、薬剤耐性

(AMR）への対応等、医薬品の効率的かつ安全で有効な使用等について、これまでの診療報酬上の対応やその他最近の状況を踏
まえ、どのように考えるか。

（５）医薬品・医療機器の効率的かつ有効・安全な使用等について

（現状と課題）
＜重複投薬、ポリファーマシー、残薬への対応＞
○ ポリファーマシー（※）については、医療機関における処方薬剤の総合的な調整や、薬局における処方医への減薬の提案について、

報酬上評価を行ってきた。
※ ポリファーマシーとは、単に服用する薬剤数が多いことではなく、それに関連して薬物有害事象のリスク増加、服薬過誤、服薬アドヒア

ランス低下等の問題につながる状態を指す（多剤服用の中でも害をなすもの＝ポリファーマシー）
○ 残薬への対応については、薬局での残薬解消に向けた取組を評価するとともに、残薬に伴う減数調剤に係る処方箋様式の見直し

等を行ってきた。

病薬 調

資料No.20190801-1017(2)
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① 医薬品について
①－１ ポリファーマシー、後発医薬品の使用促進、薬剤耐性への対応など

（５）医薬品・医療機器の効率的かつ有効・安全な使用等について

病薬 調

〇2019年6月26日中医協総会資料（総ー４－１）より抜粋

ポリファーマシー解消取り組み事例として
2病院の取り組みが例示された。

資料No.20190801-1017(2)
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① 医薬品について
①－１ ポリファーマシー、後発医薬品の使用促進、薬剤耐性への対応など

（５）医薬品・医療機器の効率的かつ有効・安全な使用等について

病薬 調

〇2019年6月26日中医協総会資料（総ー４－１）より抜粋
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（主な意見）
＜重複投薬、ポリファーマシー、残薬への対応＞
○ 高齢化に伴い処方薬の種類数が増加するのは自然であり、また、かかりつけ医が他院の処方薬を引き継いだ場合でもその種類数が

増加する。処方箋１枚当たりの医薬品の種類数に着目した減算は、見直す必要があるのではないか。
○ 外来時におけるポリファーマシーについては、複数の診療科や医療機関を受診する患者の場合、かかりつけ医や薬局との連携が重要

である。
○ 外来時におけるポリファーマシーへの対策として、複数の診療科や医療機関から医薬品を処方されている場合に、薬局が一元管理し

ている服薬情報を医療機関に提供することが処方内容の見直しのきっかけに繋がるのではないか。
○ 入院時におけるポリファーマシーへの取組として、医療機関では多職種が時間をかけて対応している。中でも病院薬剤師の役割は重

要である。
○ 処方箋１枚当たりの種類薬の制限や２剤の減薬はポリファーマシーの根本的な解決になっていない。多職種連携による定期的な処

方内容の確認といった服薬管理の推進について検討する必要があるのではないか。

（５）医薬品・医療機器の効率的かつ有効・安全な使用等について

医 ① 医薬品について
①－１ ポリファーマシー、後発医薬品の使用促進、薬剤耐性への対応など

病薬 調

資料No.20190801-1017(2)

【日医工MPIコメント】
●現在、医科では薬剤総合評価調整加算（入院）、薬剤総合評価調整管理料（外来）、調剤では服用薬剤調整支援料とい

った診療報酬点数が設定されているが、算定回数は多くない。
●重複投薬については、今後のマイナンバー制度が活用できれば大きく前進する可能性があるのではないか？
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① 医薬品について
①－１ ポリファーマシー、後発医薬品の使用促進、薬剤耐性への対応など

（論点）
○ 重複投薬、ポリファーマシー、残薬への対応、バイオ後続品を含む後発医薬品の使用促進、長期処方時の適正使用、薬剤耐性

(AMR）への対応等、医薬品の効率的かつ安全で有効な使用等について、これまでの診療報酬上の対応やその他最近の状況を踏
まえ、どのように考えるか。

（５）医薬品・医療機器の効率的かつ有効・安全な使用等について

（現状と課題）
＜後発医薬品の使用促進＞
○ 後発医薬品の使用促進については、一般名処方の推進と変更調剤の取扱いの明確化、後発医薬品の使用／調剤体制の評価

等の取組を行ってきた。
○ 近年、医薬品の売上上位にバイオ医薬品が増えてきている。また、バイオ後続医薬品の品目数も徐々に増えてきている。

病薬 調

資料No.20190801-1017(2)
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① 医薬品について
①－１ ポリファーマシー、後発医薬品の使用促進、薬剤耐性への対応など

（５）医薬品・医療機器の効率的かつ有効・安全な使用等について

〇2019年6月26日中医協総会資料（総ー４－１）より抜粋

一般名処方加算の算定回数及び算定割合は増加傾向にあり、一
般名で処方された医薬品のうち約80%が後発医薬品を調剤されて
いる。（6月26日中医協総会資料より）

病薬 調

2018年度改定後のデータはまだないが、
点数倍増の影響で増加していると推測
される。（MPIコメント）

資料No.20190801-1017(2)
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（５）医薬品・医療機器の効率的かつ有効・安全な使用等について

〇2019年6月26日中医協総会資料（総ー４－１）より抜粋

変更不可処方箋の割合は前年度調査より減少。
【先発品銘柄処方で変更不可】8.1%⇒6.1%
【後発品銘柄処方で変更不可】1.0%⇒0.6%
（6月26日中医協総会資料より）

① 医薬品について
①－１ ポリファーマシー、後発医薬品の使用促進、薬剤耐性への対応など

病薬 調

後発品のない先発品が薬局で調剤された割合は、診療所に比べ病
院が多く、また病床数が増えるにつれて割合が増える傾向。（6月
26日中医協総会資料より）

同日の資料ではARB、PPIについてのデータも示されており、
同様に病床数が増えるにつれて後発品のない先発品が増
える傾向であることが示されている。（MPIコメント）

資料No.20190801-1017(2)
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（５）医薬品・医療機器の効率的かつ有効・安全な使用等について

〇2019年6月26日中医協総会資料（総ー４－１）より抜粋

① 医薬品について
①－１ ポリファーマシー、後発医薬品の使用促進、薬剤耐性への対応など

病薬 調

資料No.20190801-1017(2)
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（主な意見）
＜後発医薬品の使用促進＞
○ 薬局では後発医薬品の使用割合が少ない場合の減算を導入している。医療機関における、後発医薬品の使用割合の分布を分析

して、後発医薬品の使用割合が低い場合の減算措置を検討する必要があるのではないか。
○ 医療機関においても、後発医薬品やバイオ医薬品の使用促進については理解し、協力しているが、適切な診断の下で、一定程度の

後発医薬品への変更不可が残る可能性があることにも理解が必要ではないか。

（５）医薬品・医療機器の効率的かつ有効・安全な使用等について

① 医薬品について
①－１ ポリファーマシー、後発医薬品の使用促進、薬剤耐性への対応など

病薬 調

資料No.20190801-1017(2)

【日医工MPIコメント】
●現在、調剤基本料において処方箋受付回数600回/月を超える薬局については後発医薬品使用数量割合20%以下の場合に2

点減算の仕組みが導入されている。次回の改定では、数量割合を上げてくる可能性もあるか。
●診療報酬上では減算の仕組みは導入されておらず、今後は医療機関についてもジェネリックの使用割合が低い施設にも減算が導

入される可能性は高いのでは？
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（論点）
○ 重複投薬、ポリファーマシー、残薬への対応、バイオ後続品を含む後発医薬品の使用促進、長期処方時の適正使用、薬剤耐性

(AMR）への対応等、医薬品の効率的かつ安全で有効な使用等について、これまでの診療報酬上の対応やその他最近の状況を踏
まえ、どのように考えるか。

（５）医薬品・医療機器の効率的かつ有効・安全な使用等について

（現状と課題）
＜長期処方時の適正使用、向精神薬の長期処方への対応等＞
○ 近年、処方日数は長くなる傾向にある。代表的な生活習慣病薬では、約３０％で投薬日数が３０日を超えている。
○ 向精神薬への対応については、処方料・処方箋料の減算対象を拡大するとともに、ベンゾジアゼピン受容体作動薬である抗不安薬

・睡眠薬の継続処方の適正化を行っている。
○ 平成３０年度改定において、医療機関の抗菌薬適正使用支援チームの評価や小児の外来診療時の抗菌薬の適正使用に関す

る取組の評価を新設した。

① 医薬品について
①－１ ポリファーマシー、後発医薬品の使用促進、薬剤耐性への対応など

病薬 調

資料No.20190801-1017(2)
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（５）医薬品・医療機器の効率的かつ有効・安全な使用等について

〇2019年6月26日中医協総会資料（総ー４－１）より抜粋

① 医薬品について
①－１ ポリファーマシー、後発医薬品の使用促進、薬剤耐性への対応など

病薬 調
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（主な意見）
＜長期処方時の適正使用、向精神薬の長期処方への対応等＞
○ 長期処方の取扱の明確化が平成２８年度診療報酬改定で行われており、その実効性が伴うように施策を講じるべきではないか。
○ 向精神薬の適正処方の推進に係る取組を行ってきたが、診療報酬上の取組をさらに検討する必要があるのではないか。
○ 分割調剤の普及が進んでいない。分割調剤は認知度が低く、また、処方箋が複数枚となり、技術料も分割されるなど、制度が複雑

であるため、活用しやすい仕組みを検討する必要があるのではないか。

（５）医薬品・医療機器の効率的かつ有効・安全な使用等について

① 医薬品について
①－１ ポリファーマシー、後発医薬品の使用促進、薬剤耐性への対応など

病薬 調

資料No.20190801-1017(2)

【日医工MPIコメント】
●向精神病薬の多剤投与については、2018年の改定でも処方薬数が多い場合、減算となる措置が取られたが大きな変化が見られ

ていないため、更なる厳しい制限措置が導入される可能性がある。
●2018年改定では長期処方の拡大とともに「医師の指示による分割調剤」に対して処方箋様式が大きく変更されている。前回、リフ

ィル処方箋を敬遠するために導入した「医師の指示による分割調剤」が拡大していない現状を見ると、リフィル処方箋が導入される
可能性は高くなるのでは？
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本資料は、2019年7月24日の情報に基づき、日医工（株）MPIグループが編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。

① 医薬品について
①－１ ポリファーマシー、後発医薬品の使用促進、薬剤耐性への対応など

（論点）
○ 重複投薬、ポリファーマシー、残薬への対応、バイオ後続品を含む後発医薬品の使用促進、長期処方時の適正使用、薬剤耐性

(AMR）への対応等、医薬品の効率的かつ安全で有効な使用等について、これまでの診療報酬上の対応やその他最近の状況を踏
まえ、どのように考えるか。

（５）医薬品・医療機器の効率的かつ有効・安全な使用等について

（現状と課題）
＜その他＞
○ 革新的な新規作用機序を有する医薬品について、「最適使用推進ガイドライン」で施設要件等を設定している。粒子線治療等、高

度な治療では、複数の視点で適応の是非を検討することを求める施設基準が設定されている場合がある。
○ 医療機関等において医学的妥当性や経済性等を踏まえて作成された医薬品の使用方針があり、フォーミュラリーと呼ばれている。

(調)病薬

資料No.20190801-1017(2)
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本資料は、2019年7月24日の情報に基づき、日医工（株）MPIグループが編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。

① 医薬品について
①－１ ポリファーマシー、後発医薬品の使用促進、薬剤耐性への対応など

（５）医薬品・医療機器の効率的かつ有効・安全な使用等について

(調)病薬

〇2019年6月26日中医協総会資料（総ー４－１）より抜粋

資料No.20190801-1017(2)
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本資料は、2019年7月24日の情報に基づき、日医工（株）MPIグループが編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。

① 医薬品について
①－１ ポリファーマシー、後発医薬品の使用促進、薬剤耐性への対応など

（５）医薬品・医療機器の効率的かつ有効・安全な使用等について

(調)病薬

〇2019年6月26日中医協総会資料（総ー４－１）より抜粋

院内フォーミュラリ―事例①
（6月26日中医協総会資料より）

資料No.20190801-1017(2)
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① 医薬品について
①－１ ポリファーマシー、後発医薬品の使用促進、薬剤耐性への対応など

（５）医薬品・医療機器の効率的かつ有効・安全な使用等について

(調)病薬

〇2019年6月26日中医協総会資料（総ー４－１）より抜粋

院内フォーミュラリ―事例②
（6月26日中医協総会資料より）

資料No.20190801-1017(2)
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① 医薬品について
①－１ ポリファーマシー、後発医薬品の使用促進、薬剤耐性への対応など

（５）医薬品・医療機器の効率的かつ有効・安全な使用等について

(調)病薬

〇2019年6月26日中医協総会資料（総ー４－１）より抜粋

地域フォーミュラリ―事例
（6月26日中医協総会資料より）

資料No.20190801-1017(2)
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① 医薬品について
①－１ ポリファーマシー、後発医薬品の使用促進、薬剤耐性への対応など

（５）医薬品・医療機器の効率的かつ有効・安全な使用等について

(調)病薬

〇2019年6月26日中医協総会資料（総ー４－１）より抜粋

資料No.20190801-1017(2)
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（主な意見）
＜フォーミュラリーの現状＞
○ 効能効果が同じであれば後発医薬品を第一選択にすることだけでもフォーミュラリーとなり得る。後発医薬品の推進の観点からも進め

て行くべきと考える。
○ フォーミュラリーの取組自体は評価するが、診療報酬上で評価する性質のものではないと考える。
○ 関係学会等に対してフォーミュラリーを加味した診療ガイドラインの作成を促す等の環境整備を進めていく必要があるのではないか。

（５）医薬品・医療機器の効率的かつ有効・安全な使用等について

① 医薬品について
①－１ ポリファーマシー、後発医薬品の使用促進、薬剤耐性への対応など

(調)病薬

資料No.20190801-1017(2)

【日医工MPIコメント】
●医療費削減の次なる施策として注目されているフォーミュラリは、診療報酬改定項目としては、導入される可能性の高い項目のひとつ

ではないか？
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② 地域における情報共有・連携について医

本資料は、2019年7月24日の情報に基づき、日医工（株）MPIグループが編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。

（論点）
○ 患者の在宅復帰や、医療機関間の連携をさらに進める観点から、病床機能連携にかかる評価の在り方について、平成３０年度診

療報酬改定の対応を踏まえ、どのように考えるか。
○ 医療情報の標準化や、地域医療情報連携ネットワークの構築については、基盤整備のための基金が創設されたところ。医療機関間

における診療情報の電子的な送受にかかる評価の在り方については、今後、ネットワークの具体的な活用状況やその効果等を踏まえ
て検討してはどうか。

○ 医療機関と薬局や訪問看護ステーションの連携について、医療現場の取組状況や、平成３０年度診療報酬改定の対応を踏まえ
、どのように考えるか。

（６）地域づくり・まちづくりにおける医療の在り方について

（現状と課題）
＜病床機能連携にかかる評価＞
○ 平成３０年度診療報酬改定において、患者の在宅復帰や医療機関間の連携を推進する観点から、在宅復帰・病床機能連携率

等の要件の見直しを行った。また、在宅や急性期病棟から患者を受け入れた場合の評価について、入院・入棟元を在宅と急性期病
棟で分けて評価することとした。

○ 入院料別の病棟の患者の流れをみると、急性期一般入院料１では自宅への入退棟が多かった。地域包括ケア病棟・病室には自院
の一般病床から、回復期リハビリテーション病棟には他院の一般病床から入棟する患者が多く、ともに退棟先は自宅が多かった。療養
病棟では自宅からの入棟が多く、死亡退院が多かった。

＜医療情報の標準化や地域医療情報連携ネットワーク＞
○ 医療分野におけるＩＣＴの活用を進め、効率的かつ質の高い医療提供体制を構築するため、令和元年度に医療情報化支援基金

が創設された。
○ 現在、地域によっては、医療機関間が診療上必要な医療情報を電子的に共有・閲覧できる仕組みとして、地域医療情報連携ネット

ワークが構築されている。
○ 平成２８年度診療報酬改定において、システム等にかかる一定の施設基準のもと、画像情報・検査結果等の電子的な送受にかか

る評価を新設し、算定件数は増加傾向にある。
○ 薬局において、地域医療連携ネットワークを通じて診療情報や検査値を活用し、投与量や有害事象の確認等の安全対策に取り組

んでいる事例がある。

病薬 調

資料No.20190801-1017(2)
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（現状と課題）続き
＜医療機関と薬局との連携＞
○ 平成３０年度診療報酬改定において、医療機関の求めに応じて服薬情報の提供を行った場合の評価の拡充や、地域医療に貢献

する薬局の評価等を行った。
○ トレーシングレポート（服薬情報提供文書）により、即時性が低いものの薬物療法に必須な情報を薬局が医療機関に伝達し、次回

診療時に活用する取組が行われている。
＜医療機関と訪問看護ステーションの連携＞
○ 患者の入院等にあたり訪問看護ステーションから医療機関等への情報提供の仕組みとして、平成３０年度診療報酬改定で新設さ

れた訪問看護情報提供療養費３を算定した訪問看護ステーションは約１割。
○ 医療機関においては、専門の研修を受けた看護師による同行訪問や退院前後の訪問指導を実施しており、算定件数は概ね増加傾

向。

② 地域における情報共有・連携について医

本資料は、2019年7月24日の情報に基づき、日医工（株）MPIグループが編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。

（６）地域づくり・まちづくりにおける医療の在り方について

病薬 調

資料No.20190801-1017(2)
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（６）地域づくり・まちづくりにおける医療の在り方について

〇2019年7月10日中医協総会資料（総－１）より抜粋

薬局における地域連携ネットワーク活用
事例の紹介（7月10日中医協総会資
料より）

病薬 調

資料No.20190801-1017(2)
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病薬 ② 地域における情報共有・連携について医

本資料は、2019年7月24日の情報に基づき、日医工（株）MPIグループが編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。

（６）地域づくり・まちづくりにおける医療の在り方について

調

〇2019年7月10日中医協総会資料（総－１）より抜粋

トレーシングレポートを活用した医療機関
と薬局の連携事例の紹介（7月10日中
医協総会資料より）

がん外来化学療法の医療機関と薬局の連携についての研究で、薬局か
らの電話フォローで副作用への対処がより適切に行えたと回答する医師
の割合は95%という結果であった。（7月10日中医協総会資料より）

資料No.20190801-1017(2)
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（６）地域づくり・まちづくりにおける医療の在り方について

（主な意見）
○ 医療的ケア児への対応として、主治医から学校へ情報提供の視点が欠けているため、充実させていく必要があるのではないか。
○ 平成３０年度診療報酬改定で新設された訪問看護における学校への情報提供の評価について、算定要件が入学又は転学時と

限定されているため、医療的ケア児の状態やケアの変化に応じて必要な情報提供による学校との連携の強化がなされるよう見直しを
検討する必要があるのではないか。

論点や現状と課題は示されていたが、7月24日の資料で
は主な意見の中に「医療機関と薬局との連携」に関する記
載はなかった。（7月24日中医協総会資料より）

資料No.20190801-1017(2)
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